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Abstract： 
This paper discusses the need to build up a new innovative marketing strategy with a focus on Japanese companies in the 

information society. The impact of social media technologies has influenced consumer behavior and conventional marketing 

approach. As a concept for the chain of consumer behavior in marketing theory AIDMA as legacy model and AISAS as modified 

one. Today’s social media era cannot be explained by traditional marketing theory therefore new marketing theory configuration is 

awaited. “Relationship marketing” is one of solution for next generation’s marketing approach but usage of social media in both 

Japanese enterprise and consumer are affected under Japanese way of thinking. On the other hand, social media makes majority 

polarization bias and it also requires a change of up to now marketing methodology. This paper aims the appropriate consideration 

for product development process to be changed from “technology based operation centric cycle” to “hypothesis testing cycle” 
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． はじめに

いわゆるインターネット時代に入って、グローバル化した市場が出現し、それによって プ イ イ  マーケット イ の

両面での構造変化が同時に発生し、製造業の競争環境を一変させた。今日の日本の製造業における企業活動の抱える問

題には、これら二つの構造変化が極めて急速に進展したため、競争環境の変化に適応しきれていないこ が上げられる。

情報機器の主役 して の時代が終わり、情報技術を取り巻く環境も大きく変わり、単なる技術の変化に留まらず、利用す

る側からも、新たな情報化社会を創りだそう している。いわゆるソーシャルメディアの出現は、消費者自身の意識 購買行

動を大きく変え、その結果、製造者側に対して従来の組織運営を変える程の影響力を持つようになってきた。 りわけ日本

の製造業は、もの くりに力 をおいて  した  から、マーケティング  を まり   してこなかった  が 

る。本 では、インターネット時代において、日本企業が競争環境の変化に適応するための、マーケティング・アプロー

チについて、マーケティングの概念 その変遷、従来のマーケティング手法、ソーシャルメディアを活用するマーケティング

 その課題、グローバル消費文化におけるマーケティングの概念 その課題に沿って考察を試みる。その上で、ソーシャル

メディアに対する日本企業の取り組みをグローバル化した市場における他の国々 の比較において分析し、日本企業が抱

える課題を「日本人のもつ特性」から考察する。
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． 広告市場の事例からみたインターネットの普及によるマーケティング手法の変容

従来、情報通信媒体 は、個人や企業が個別に主体 なって行なわれる通信で り、多数の主体に対して情報発信がで

きたのは、マスメディアに限られていた。これに対して、インターネット いう情報通信媒体は、個々の主体が全世界に 

かって情報を発信する事を可能にし、さまざまな分野で新たな情報提供 ービスを創出された。しかし、これまでのインタ

ーネット関連の新事業の多くは、新市場を創造するのではなく、既存市場でのパイの争奪、 りわけ広告の分野では、イン

ターネット広告は新たな広告媒体を開拓したが、それは既存の広告市場のパイを奪ったに過ぎず、日本において、過去１

０年間は、広告市場規模は拡大していない。このこ は、インターネットによって人々の利便性は 上した しても、それが

金銭的対価を伴わず、既存の 済活動の代替で り、 済 長への貢献はほ んどなく、「市場創造なき新事業創出」 

いう状況を呈している一例で る。
[1]

表 日本のネット広告費の推移 （単位：億円）

年 広告費総額 ネット広告費 同比率

2000 61,102 590 0.97% 

2001 60,580 735 1.21% 

2002 57,032 845 1.48% 

2003 56,841 1,183 2.08% 

2004 58,571 1,814 3.10% 

2005 68,235 3,777 5.54% 

2006 69,399 4,826 6.95% 

2007 70,191 6,003 8.55% 

2008 66,926 6,983 10.43% 

2009 59,222 7,069 11.94% 

2010 58,427 7,747 13.26% 

出典： 電通「 年 月 日」

 

一方で、インターネットの  は、メディアの多様化、コミュニケーションの拡散、消費者の イフスタイルの変化を促し、

消費行動や   の特 を  化した。それゆえ、マーケティング  を  的・ 果的に展開し、消費行動分析に

  き、消費者を  し、  を創造するこ が求められる時代 なった。 

今日では、地球規模でク ウ コンピューティングやソーシャルメディアの環境が整備されたこ により、自社でリソースを

所有するのではなく、インターネット上のリソースを利用するこ が可能 なり、膨大な初期投資を行うこ なく、巨大なストレ

ージや ービスを瞬時に活用するこ ができるようになった。またソーシャルメディア（Facebookや Twitterなど）によって、

情報にアクセスするための道具に過ぎなかったインターネットが、人 人を繋ぐプ ットフォームに姿を変えよう している。

膨大な人々を瞬時に繋げるこれらのテクノロジーは、市場環境の変化を加速させる機能 して位置 けるこ ができる。そ

のため企業は、「市場創造のない新事業創出」 「競争環境の変化への適応」を迫られ、新たなマーケティング  を ら

ざるをえない状況 なった。市場の構造変化において特に  な項目の１つには、新興国市場中間 の爆発的増加で 

る。新興国市場で 上げを拡大するには、米国および EU 加盟国に比べ、格段に低い価格設  、変化の激しい  ニ

ーズに対応するこ が   される。つまり 市場の多様なニーズへの い    察、生 ・開発のコストの   同

時にスピー  いった対応が   なったので る。 
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消費者行動の変容による リレーションシップ・マーケティング手法について

従来のマーケティング手法と消費者行動モデル

 

そもそも生 過程 は、消費者の するものを る いう に社会的意義が るもの された。この過程が一 してい

れ 、消費者の 求が生 に  するこ になり、消費者主 が  する。しかし、人間の  には、他人はどうで 

れ自分はそれが しい いう自 的、絶対的な  に  く消費 は別に、それを所有していれ 社会的に 価される

ためにそれが しい いう 対的な  に  く消費 が る。いわゆる、「顕示的消費」で る。流行している いう情報

が流れるこ で、その選択への支持が一 強くなるいわゆるバン ワゴン 果、逆に人 同じものは消費したくない いう

性 から生じるスノッブ 果、購入するものが高価で るこ が 用を高めるヴェブレン 果など 呼 れる消費行動を 

す。所   が上 するにつれ、 対的な  に  く消費の 合が大きくなり、かつ、そうした価  が一 的にな

るほど消費意 は増大する。
[2]
企業が行なう宣伝、広告、販 技術によって、これらの消費意 が 長され、自 的に

  された   は別に、それまで存 しなかった新しい  が、主 して生 者によって創出されるこ になる。その

結果、  を満足させる過程   を創出していく度合い が同時に大きくなる。つまり、生 者が生  同時に、宣伝・

販 術によって新しい  を創出させ、それを  する新たな価  をつくりだす いう機能をもつこ になる。
[3]

従来、マーケティングにおける消費行動の連鎖を説明する概念 して、ＡＩＤＭＡ 論が る。（注意）製品の存 を気付

かせる、（関心）興味を持たせる、（ 求） しい 思わせる、（記憶）記憶に留めさせる、（行動）購買させる

ＡＩＤＭＡ は、 々の消費行動の英語の頭文字を並べたもので る。
[4]

． グローバル市場での消費概念の変容とそれに適合するためのマーケティング手法

しかし今日、消費概念の  は、「消費」そのものが他者 のコミュニケーション手段で り言語活動の一種になる  

釈され、次の  に集約されるこ で る。

消費はもはやモノの機能的な使用や所有ではない。

消費はもはや個人や集団の単なる 威 けの機能ではない。

消費はコミュニケーション 交換のシステム して、絶えず発せられ受け取られ再生される記号のコー  して、つまり

言語活動 して 義される。
[2]

つまり消費の対象はモノそのものではなく、モノに付与された 念や意味、モノから られる 用を消費するため消費そ

のものに限界はない。モデルチェンジすれ モノが れ、しなけれ  れないのはそのためで、人はモデルそのものを

見ているわけではない。人は「変わった」 いう 念を消費しているからで る。企業は、差別化  により、消費財に微小

で付加的な差異を付与し象徴的な意味付けをしよう する。しかし消費の記号過程は、企業だけでなく消費者によっても、

担われているもので って、消費者自身が消費行為を通じて記号の意味の発生主体 なりうる。消費者は、企業 は異な

る 場から消費財の意味付けを行なっており、企業の意図した差別化 かりではなく無差別化をも日常的に行なっている

こ になる。
[5] 

一 にマーケティング活動は、市場を特 するこ で り、どこ（または誰）を的にするのかによってマーケティングの手

法が異なる。代表的な分類には、マス・マーケティング、製品多品種化マーケティング、市場細分化マーケティング（また

はターゲット・マーケティング）、ワン・トゥ・ワン・マーケティングなどが る。しかしインターネットの  は市場をグローバ

ル化し消費文化もそれに従い変化し、いわゆるグローバル消費文化 言う概念が生じた。グローバル消費文化について

は、画一化モデル 多様化モデルの両論が提案されている。画一化モデル は、グローバル消費文化が、ローカルな消

費文化を消滅させ、それに置き換わって行く 言う考え方で る。 
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画一化の   因は、技術的、機能的に優れており、合 的に生活の目的が達 できるような機能性、ローカル文化の

抵抗を受けにくい脱ローカル性、 遍的に受け入れやすい単価な価 している大衆性、 遍的に受け入れやすい高度

な価 を実現している高級性、先進性 いう象徴的価 によって価 が高まる象徴的先進性などが る。一方、多様化モ

デル は、画一化モデルのそれぞれを否 した概念で り、現状では、それら双方の見 を併せ持つ、「グローバ消費文

化 は、画一化の中の多様化、または画一化 多様化の同時発生」 いう  で る。
[5]
これは従来のマーケティング活

動に比べ、複雑かつ  化した消費文化が生じてきたこ を示唆している。そのような時代変化の背景にから提案された

概念 してのリレーションシップ・マーケティングは、1990年代に発展したマーケティング手法の１つで り、その 義は、
   の間に、友好的で、持続的かつ安 的な結びつきを構築する事 されている。つまり、製品や ービス 言った交

換対象そのものではなく、 り手 買い手 いう行為者間の関係に焦 を合わせた上で、お互いが自分の行動が 手の

行動に影響を ぼし う現象、つまり 互 用を継続的に展開するこ で、敵対的ではなく友好的な関係の構築を目 す

手法のこ で る。
[6]
これらはいずれを っても、従来のマーケティング手法では、 まり着目されていない  で り、

  的なアプローチが不可欠で る事が分かる。  の参画によって創り出される“  ”をもって商品・ ービスの差別

化を行うマーケティング   しては、   企業の従業員・  同士のコミュニケーション、  自身による製品・ ービ

ス開発・応用への関与などで、これらの“  ”（企業・商品・ ービス 、   の接触）をどう設計するかで、  満足度

は大きく変わってくる。それは、「対話」「アクセス」「リスク管 」「透明性」などの 素で構 され、企業の役 は、  が独

自に商品や ービスを再構 するこ になる。  
 

市場の多様化と細分化に適合化するためのマーケティング手法について

フィリップ・コト ーによれ 、人間が何かの情報を る きに以下のバイアスがかかる している。
[7]
これらのバイアス

を乗り越えなけれ 、潜   に企業側が期待しているメッセージは届かない 言われてきた。  
選択的注意 ： 自分の聴きたいこ しか聴かない 
選択的歪曲 ： 自分の都合のいいように 釈する 
選択的記憶 ： 自分の憶えたいものだけ憶える 

 しかし、今日ではマーケティング手法の選択肢がさらに増え、どの方 に事業を展開するかによって「多様化」 「細分
化」 いう方 性の異なる展開が考えられる。そのため従来展示されてきたいくつかのバイアスを乗り越えるだけでは、充

分 は言えない。ここでいう「多様化」 は、従来路線 はちがった方 へ選択肢が増えるこ を し、今までなかった分野

に進む可能性を含んでおり、新規市場の開拓が める。また「細分化」 は、路線は従来 変わらず分岐し選択肢が増え

ていくが、事業の方 性は同じで るこ を す。 
反復購買で製品の使用経験が多い成熟した消費者は、ニーズが潜在的かつ多様であり、複雑な購買行動を取る傾

向がある。そのため企業は、製品に変化を求める消費者に応えるため、革新性を重視する必要が生じ、市場調査結

果に依存しない企業では、研究初期段階から多様な人材が協働し、目標管理を徹底して確実性を高める工夫がなさ

れる。市場調査結果を重視する企業では、自由度を確保して革新性を高める工夫が見られるという報告もある。
[8] 

市場の細分化によるマーケティング処方においては、すでに確 している製造プロセスのカイゼンや製品の品質の 

上などの手法が継続的に生かす事ができる。しかし、既存の市場での  ニーズが明確で、市場が 長している場合に

は、細分化によって、シェアの拡大は可能で るが、市場が飽和状態、または均衡状態 なった場合、細分化では、カスタ

マイズの手間がかかる一方でシェアを大きく伸 す事は難しい。つまり市場細分化 は、 る程度の 済  が追求でき

る範囲で、同質的なニーズを持つ市場区分を導き出すアプローチで る。た え 、今までの多くの日本企業の  は、

その細分化市場の特性に合わせた  策 を行うのが市場細分化  に  くもの 考えられる。しかしグローバル市

場の下にいる多くの消費者は、実際に商品を使った一 ユーザーの声にアクセスし、厳しく商品を吟味し始め、企業が直
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接自ら語る「広告」 いうコミュニケーション手法だけでは以前ほど、販 高価を見込めなくなってきている。そしてインター

ネットの  に伴い、ソーシャルメディアなどの多様なコミュニケーション ールが登場し従来のマーケティング活動 は

おおきく異なる状況が生まれた。つまりマーケティング活動の影響力は、双方 性をもち、高い  で広い範囲に広がり、

情報の流通 拡散のスピー が速くなった。
[9]

ソーシャルメデイアの普及による消費者行動への影響について

ソーシャルメディアと消費者行動モデルに関する先行研究

ソーシャルメディア は“人々の社交を支援するメ ディア”のこ を し、一 消費者が自ら参加し発言するこ で ら

れるメディアの総称で る。これにより、消費者はより能動的に情報を受発信し、 互に 用し、消費者が った全てのデ

ータおよび情報が、消費者の集合知 なっている。この集合知を消費者の意識・行動にもたらす影響で類型化すれ 、愛

着を持っている製品に対してポジティブな口コミを流す 価型、製品の使用を通じて られた高度な知識や技術を披露す

るト ブル  型、独自の利用方法に関して、他の関連製品の情報を交換するカスタマイズ型など、単なる情報検索の場

 いうだけではなく、お互いの感情を共有するコミュニケーション・スペース なっている。
[10]
一方、企業側から見た場合、

ソーシャルメディアをはじめたから いって、ただちに  が上がる は限らない。一 にマーケティング活動の多くは、

ソーシャルメディアに限らず、   の関係を見いだすのは簡単ではない。ソーシャルメディアの 果を考える場合、手元

に る商 を  的に りたい いうのなら  期的 果を期待するこ になるで  うし、   の繋がりを高めたい 

いうのなら 長期的 果を考えるこ になる。
[11]  

ソーシャルメディアは無 のメディアで り、しかもリアルタイムに情報を受発信できる いう は、企業に っては 力

で る。企業に ってのソーシャルメディア は、広告、話題の創出、広報、   ポート、  の  など多岐にわたっ

ての活用方法が考えられる。
[12] しかしながら、消費者のニーズや関心は特 の製品や機能に対して直接的に示され

るだけではなく、種々の時事問題を  して間接的に示されるこ も り、結果 して意 な消費行動を き こす場合

が る。
[13]
すでに提供者 消費者 の製品を介した双方 コミュニケーションをコミュニケーション意味連鎖モデル し

て情報化し、そのモデルに  いて製品開発シナリオをシミュレートする製品開発シナリオ・プ ンニングシステムの構想

も提案されている。
[14]
また、消費者行動プロセスに  くIMC（統合されたマーケティング・コミュニケーション）  につ

いての研究
[15]
も多数 り、今後のソーシャルメディアの   合わせて、コミュニケーション環境 マーケティング  は、

進化していくもの 思われる。

従来のマーケティングにおける消費行動の連鎖を説明する概念で るＡＩＤＭＡ 論に対してＡＩＳＡＳ 論が提唱され

ている。
[16]
ＡＩＳＡＳ 論 は、 探索事前確認、下調べをする、（共有）購買後の感想や体感を  同士で瞬間に情報

共有する 言う において、従来提唱されているＡＩＤＭＡ 論 異なる。

ソーシャルメディアを通じて消費者 企業が直接的に情報共有するこ で、それぞれの間に存 した障壁が取り除かれ、

距離感が縮まり、消費者は企業やその商品・ ービスの素の情報や消費者の声をより直接的に知るこ ができるようになっ

た。その結果、企業の社会に対する姿勢やその商品・ ービス、企業のマーケティング活動において、ソーシャルメディア

の影響力は大きいもの なった。

さらに電通モダン・コミュニケーション・ ボでは、ソーシャルメディアが主流 なる時代の生活者消費行動を  して次

のように再 義している。
[17]

（共感する）、 （確認する）、 （参加する）、 （共有・

拡散する）

共感を覚えた情報や商品が本当に自分の価  で っているかどうか、本当に自分に有 かどうか、を、検索だけでな

く、友人や知人の意見、専門家の言葉、専門誌、マスメディアなど、多岐に渡り らゆる手段を用いてチェックし、その情報

や商品が自分の価  に合い、有 で るこ が確認されて初めて「参加」へ 進む。「確認」を て「参加」したさまざまな
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レベルの消費者は、その参加活動や情報を友人・知人 主にソーシャルメディア上で「共有」しよう し、「拡散」を自動的か

つ無自覚に行なう。その結果、ソーシャルメディアは くまでもそのマーケティング活動を最大化するための手段で るが、

企業 消費者 の関係性において、以下のような変化を生じさせた。

人 人、企業 消費者の距離感の変化

企業 消費者 互の関与性、参加性の変化

企業 消費者 互の情報の共有の仕方の変化

． ソーシャルメディアによるマーケティング・セグメントの再定義

ソーシャルメディアなどのネットワーク 部性の る ービスにおいて、加入者数が増えれ 増えるほど、 々の利用者

の便 が増加する。利用者が増えるこ によって、ますます利用者が増える いう、正のフィー バックが発生する。このよう

なネットワーク 部性が存 する場合、新規加入者に っての便 は既存加入者の数に依存するために、加入者数の少な

い間はなかなか  しないが、加入者数が る閾 を超える 一気に  するが、集団極性化 いう現象が生じやすい。こ

の集団極性化には、２種類 り、それぞれリスキー・シフト、コーシャス・シフト 呼 れる。リスキー・シフト は、 段は、穏

健な考え方の人も、大勢の集団の中では、その構 員が極端な言動を行なっても気にしなくなる集団思考を す。いわゆ

る「炎上」がこれに たる。一方、コーシャス・シフト は、前例主義や先送り 言った事がグループ全体で きてしまう事で、

  体  いうバイアスが 用するためで る。つまりソーショルメディアによって、消費者側は、リスキー・シフトしやすく、

生 者側、特に過去に  体 が る企業は、コーシャス・シフトしやすい 言えよう。その結果、企業 消費者 の間では、

双方の集団極性化により、意識の乖離が大きくなる 考えられる。

ソーシャルメディアには「友人・知人 つながりやすい」 いう特徴が り、人々は現 属している組織の友人・知人だけ

でなく、以前の組織、卒業した学校の友人など も手軽につながれるようになった。また、同じ趣味や興味をもった人同士

なども簡単につながれるようになった。スマートフォンの  によるモバイル環境でのソーシャルメディア利用が増えてき

たのもその流れを 長している。つまり、従来の男女 世代、性・年齢別 いったマーケティングにおけるセグメントを規 

するパ メーターが、「つながり」で再編 されよう しているのが、ソーシャルメディアによる大きな変化のひ つで る。

これによりマーケティング手法は大きく変化せざるをえないだ う。上記のようにソーシャルメディアは、生活者消費行動そ

のものを変えていくため、従来のマーケティング 論で説明できない部分も多く り、マーケティングに関する新しい 論

構 が待たれる。また、企業側からソーシャルメディアを見た場合、これを活用したユニークな企業活動、た え マーケ

ティング活動や製品開発手法なども、情報技術そのものが、極めて 期間にコモディティ化するため、競争優位の源泉に

ならず新しいビジネスモデルは早晩陳腐化 るいは模倣されてしまう、 いう難しさを持っている。
 [18]

 企業および個人のソーシャルメディア活用に関する国際比較

市場がグローバル化し、新たな消費文化が生まれたため、グローバル市場で事業展開をしている多くの企業は、ソーシャ

ルメディアを活用するこ で、自社の  の囲い込みや、自社の競争優位を維持しよう している。下記のグ フ１およびグ

 フ２は企業側から見た、 年 年の世界 国の企業を国別に比較したソーシャルメディアの利用および投資に関

するデータで る。
[19]   
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図 新規顧客獲得においてソーシャルメディア を利用して成功を収めていると回答した企業の割合

出典：リー ャ 「  ネ 分 でのソーシャルメディアの活用調査報告」

この調査結果からは次のような  が読み取れる。

．ソーシャルメディアを活用し新規  を獲 している 回答した企業数において、日本は最下位で る。

２．ソーシャルメディアを活用して  しているかの質問に対して、日本企業だけは に比べ が下がっている。

次にマーケティング活動におけるソーシャルメディアの予算    の交流、情報提供の 合に関する次の３つの質問

   の交流、情報提供に積極的にソーシャルメディアを活用している

  へリーチするためソーシャルメディアに対して積極的にマーケティング予算を投資している

ソーシャルメディアに対してより多くのマーケティング予算を費やしている

に対しての回答結果は以下のようで った。

図 マーケティング活動におけるソーシャルメディアの予算と顧客との交流、情報提供の割合 

出典：リー ャ 「  ネ 分 でのソーシャルメディアの活用調査報告」
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この調査結果からは次のような  が読み取れる。

 ソーシャルメディアに対して積極性では、新興国の中国やイン 、 比較して日本企業は非常に低い。

 世界平均に対しても、いずれの設問の回答も日本企業の 合は低い。

いずれの場合においての日本企業のソーシャルメディア マーケティングに対する考え方は、積極的 は言えない。

一方で、 国のソーシャルメディア利用者の比較データで る表−２のデータから、日本におけるソーシャルメディア利

用者数が、他の比較した国に対して、利用 で大きく乖離し、しかも利用時間も際 って少ない。
[20]
また、日本のユー

ザーの場合、スマートフォンでの利用が他国に比べ高い いう特性を考慮した しても、 からの利用者 が海 に比べ

て、きわだって低い いう から、ソーシャルメディアに対する感覚の違いが生まれる可能性は高い。日本企業のソーシャ

ルメディアマーケティングへの取り組みが遅れている 由は、欧米に比べて、ソーシャルメディアの利用ユーザーが限 

的で るこ 、ユーザーが利用するウェブ ービスが、フェイスブックだけでなく、ミクシィ、グリー／モバゲー、 イッター

など多様なソーシャルメディアに分散しているこ 、リスクマネジメントに対する意識が強いこ が挙げられている。

． ソーシャルメディアに対する日本人の特異性

図−３は、ソーシャルメディアへの関わり方をま めてもので るが、 年の時 では、多くの場合、動画、静止がなどの

 像よりも言語による関わり方が主流で る事がわかる。
[21]
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図 ソーシャルメディアプラットフォームとの関わり方 （注） 年 月のデータ

出典：the Nielson company

ソーシャルメディアが自己表現の 素を強めるにつれて、消費者は自分の意見や  によって、他の消費者に影響を

与えるこ が容易にできるようになったわけだが、日本人の思惟方法や言語体系にも依存している可能性も考慮すべきで

  う。哲学者の中村 元によれ 、日本人の思惟方法に関わる言語体系の特徴 して以下のような項目が挙げられてい

る。
[22]

 与えられた現実の容認

 よりも事を んじる  が る。 遍的な法を個別的 るいは特殊的な状況に即してのみ、  しよう する。

 人間結合組織を  する  が強い

た え 、仏教で「義 」 は、事柄のわけ、 法を意味するが、日本では、他人から受けた思願、目上の人に対する義務

を意味する。また、「人情」 は、人の  力を意味するが、日本では、人への愛着、情け、慈しみ、思いやりの意味 して

 釈されている。加えて人称代名詞が他の言語に比べて複雑。数の 念は明瞭ではないが、人間的関連においては、極

めて鋭敏で る。

 非合 主義的  

日本語の表現形式は、論 的正確性を期するよりむし 感情的、情緒的な  が る。それは、断 を避ける表現 なり、

発信者が 手の感情を傷つけないように配慮するためで る。複雑な表現を好まず、単純素朴な表象を愛好する  が

 り、単純性のうちに無限に可能 なる複雑性を生かそう する。特に日本芸術にその  が見られる。また秩序ないし法

則が、  的な事物についてではなく人間関係に即して  されやすい  が る。日本語の非論 的性格はこの  

を強める。従来より日本人同士では、推 に関する十分な自覚が現れていなかった。推 力が十分に発達していない場

合、常に感覚のみにたよって目前の事実にのみ追われる。  に関しても、構 的思惟能力に  く学問的省察よりも直

感的な「勘」が んじられ、機械に寄る精密な計量に頼るよりも、特殊な技術的労働者の熟練にたよ う する。

これらの  を一 的な日本人の思惟方法で る すれ 、言語体系における非合 主義的  から、ソーシャルメデ

ィアに対して、その利活用が限 的 なる可能性が高い。また、ミクシーのような、より匿名性の高い ービスの方が日本

人の嗜好に合う いえよう。さらに、 年で平均年齢が 歳 いう高齢化社会が、日本のソーシャルメディア   の

低さ の関係性も考えられ、世界的には の企業が利用しているのに対して、日本企業では に留まっている。

． ソーシャルメディア時代の日本企業が抱える  ネ 課題の変容

日本国内市場が 力的な時代（ 年代から 年代）は、日本の高度 長期に たり、日本国内では所 中間 が

多く、消費が活発で った。日本国内に絶対的な  に  く消費市場（生活 需品の需 ）が存 し、その上、品質に

対する独自の文化が り、大量生 によるコストダウン 品質 上を同時に実現できていた。生 された商品は、所 中間

 への消費者ニーズを的確に捉え、マスメディアによる広告で、いわゆるバン ワゴン 果が発生し、国内市場の  が

加速された。米国および 加盟国においても、日本の製品は低価格、高品質で るため、競争力が り、それら市場の

所 中間 にも受け入れられてきた。ただし歴史的に見て、日本の製造業が提案してきた製品規格がグローバルスタンダ

ー になった例は少なく、デファクトスタンダー が取れないこ で、常にキャッチアップの製品開発を強いられてきた。そ

こで、made in Japan = 「低価格、高品質」 をブ ン    して位置付け、これを競争   して強く打ち出すこ で、

競争優位を保ってきた。
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しかし今日の日本国内では、すでに耐久消費財の   は、白物家電ではほぼ ％、その他の電機製品も の 

   なっている。現 の日本国内の市場は、所   の上 、少子高齢化社会の進展などによって、 対的な  に

  く消費（見せびらかせの消費）が絶対的な  に  く消費に比べ大きくなり、これらの消費者ニーズを満たそう す

る製品は、品質に対する独自の拘りに加えて、人 同じものは消費したくない いう性 から生じるスノッブ 果、購入する

ものが高価で るこ が 用を高める、いわゆるヴェブレン 果などによる消費行動に対応せざるを なくなり、従来から

輸出対象国で る米国および 加盟国市場のターゲット なる消費 も限 的にならざるを ない。その結果、日本製

品が対象 なる市場の規模は、従来からのターゲット市場においても縮小してしまった 考えられる。

今日、急速な  が見込まれているデジタル家電 呼 れている製品群は、デジタル機能を中心 して多くの既存製品

力テゴリーの機能を共有している 言う で、従来の耐久消費財 は異なる。それに伴って、デジタル家電の購買に際し

ての消費者行動の り方も異なってくる。
[23]
表 は、情報家電 社の 年度の業績比較で る。日本企業は、いず

れも 上げ対前年比で、減少している。加えて、韓国企業やアップルの営業利  は極めて高く、日本企業 社の営業

利  が極端に低い事が読み取れる。本業の業績を示す営業利 で大きく差が開く事は、将来の情報家電への研究開

発や広告宣伝に対する果敢な投資が行なえず、継続的に競争力を維持するのが難しくなるこ を示唆している。
[24]

表 情報家電各社の 年度の業績比較表

今後、競争力を維持するために、事業の再構築を計る事が不可避 なるが、その過程において既存事業の撤退や縮小

などが求められるこ になる。その際にいわゆる ンク・コストが顕 化し、その責任の所 が問題 なる。 ンク・コスト 

果はすでに投資したコスト（お金 時間）が大きけれ 大きいほど心 的 果が増幅されるが、現 の日本の大手企業の

製品開発力 

．機能 

．品質 

．タイミング 

国内市場の需要拡大、明確なニーズ 

欧米などの海外市場への展開 

日本発のデファクトスタンダードが取りにくい 

品質による差別化、高い品質による製品競争力 

マーケティング戦略の中心に製品の品質を置く 
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多くは、前社長が会長 して、 営に関与しているケースが多く、そのため、現 営陣に中に、 ンク・コストの顕 化をき

らい、また事業構造の変化を避ける  が強い。このようなマネージメントの組織構 では、いわゆるコーシャス・シフト 

呼 れる集団極性化が生じ、新しいアイデアが採用されにくい。

． 結び

これまで見てきたように、インターネットの  によってグローバル化した市場が出現し、マーケティング手法が大きく変

容した。ソーシャルメディアは、メディアの多様化、コミュニケーションの拡散、消費者の イフスタイルの変化を促し、消費

行動や   の特 を  化させた。それゆえ、これからのマーケティング  は、消費行動分析により、消費者を  

し、  を創造するこ が求められる。さらにソーシャルメディアに対して、消費者側は、商品情報の 集、コミュニティー

 して共感する場 して 用していくこ になり一方、企業側は、情報の発信、フィー バック、  ニーズや  を製品や

 ービスに  させるこ が求められ、その過程において競争力を維持するために、常に迅速な事業の再構築を計る事

が   なる。

 こ が日本におけるソーシャルメディア   の低さは、企業、消費者双方 もに顕著に見られるこ が明らか なった。

それは日本企業が事業構造の変化を避ける  や、前例主義や先送り、  体  いうバイアスが 用する集団極性化

が強く、また日本人は、人間結合組織を  する  が強く、日本語の表現形式 して、論 的正確性を期するよりむし 

感情的、情緒的な  が るなど、ソーシャルメディアに対して、日本が抱えている独自の問題  して 摘した。今後の

グローバル市場での競争においては、これらの問題に対して、有 な対応策を打つこ が急がれる。

一方で、ソーシャルメディアの活用が企業にもたらす好循環 しては、同じ  、同じ市場に対して活動しているメンバ

ー同士の情報共有によって、変化への対応の迅速さを生み、エンタープ イズ・ソーシャル・ネットワークの活用がマーケ

ティング活動の中核 して質の高い  対応を醸 していく事が可能 なり、これらが今後の競争力の源泉 なる可能性

が高い。したがって、企業が   案に際して、最も考慮しなくてはならない事の１つは、消費者 生 者が情報を共有で

きる組織 それを活用できるマネージメントシステムの構築で る。ソーシャルメディアによってマーケティング手法のパ 

ダイムが大きく転換したこ で、生 者側にも意識変革が求められ、従来から る組織の延長線に る組織改革ではなく、

マネージメントの根本的な構造を変える事で る。より具体的に述べるなら 、全社横断的な  でマネージメントを司る

および の機能を持つこ 、トップマネージメント して、会長 社長の併存による意思  の  化をなくすこ 、

生 主体からマーケティング主体に意思  がなされる組織へ 変革などが挙げられる。さらに日本企業に求められる固

有の   して、従来、日本企業が市場を席巻してきた市場が飽和しつつ り、新たな消費者ニーズの市場が急速に ち

上がっている事、消費行動がソーシャルメディアによってダイナミックに変容し続けている事、そして日本人が持つ言語体

系における非合 主義的  が強い事などを十分に考慮した組織改革を進める  に迫られている。このこ が、日本社

会の中で共通認識 なり、新たな社会システム構築の  性への  が、幅広くかつ速やかに浸透していく事が まれ

る。 
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